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MOTOHIRO FUKUCHI   

３月３１日告示、４月９日投開票で広島県議会議員選挙が行われ６４名

の広島県議会議員が決まりました。広島市中区など１２の選挙区では選

挙が行われましたが、広島市西区、東区、佐伯区、竹原市豊田郡、福山

市、三次市、庄原市、大竹市、安芸高田市、江田島市、山県郡の各選挙

区は無投票でした。また、広島県全体の投票者数は４８４，９７１人で、投

票率は３５．８７％にとどまりました。

広島市西区では、届出順に山木しげる氏（自由民主党・１期）、砂原たか

ひろ氏（無所属・新人）、岡部ちづる氏（公明党・新人）、ふくち基弘（無所

属・４期）の４名が立候補し、４名の定数に対して立候補者が同数であった

ことから無投票となりました。

選挙で一定の得票数があれば、選挙費用の一部が公費でまかなわれることになっており、選挙ポスターや

選挙ビラの印刷費、選挙はがきの郵便代などに対して県民の皆さんの税金が使われます。無投票であっても

ポスターやビラを印刷しますし税金で支払われることになりますので、税金がムダ遣いされていると言えます。

さらに、無投票になるとポスターは貼ってもすぐ撤去され、ビラは配られることなく廃棄されることになりますの

で、SDG’sの観点からも無投票は避けるべきですし、ポスターやビラを印刷する前に選挙になるかどうかが確

定するようなやり方に変えるべきだと考えます。選挙のやり方は公職選挙法で決められていますので、国会議

員には法改正に是非取り組んで頂きたいと思います。立候補の届出日を告示日の１ヶ月くらい前にずらすだ

けで税金のムダ遣いをなくすことができます。その１ヶ月間で印刷などの準備をしたり候補者の公開討論会な

どをするようにしたら、選挙への関心が高まり投票率アップにもつながるのではないでしょうか。選挙カーを無

くす、といった選挙のあり方を根本的に変えるための議論も必要ですが、簡単にできるところからやってほしい

と思います。

○ 市営・県営住宅をふやして住みやすい街が必要です。広島県にたくさんの人が住んでくれる街にしてください。

○ 物価高を何とかしてほしい。ガソリン・軽油等の二重に払ってる税についても何とかならないもんか？

○ 平和教育ばかりではなく、郷土の歴史も大切にして下さい。

○ JR新井口駅ののぼり線にはエレベーターがなく、いつもくだり線で五日市まで行き、乗り換えをしてのぼり列車に

乗っています。JR新井口駅も改修してほしいです。広島は子育て政策が弱いのでなんとかしてほしいです。

○ 市民は旧体制を善しとはしていません、変革を求めています。市民に問題を投げかける様な活発な活動を期待して

います。

○ 団地で路線バスの回数が減少し、高齢化して免許返納したら生活出来ないので、団地循環バスを開設するように。

その他、多数いただきました。これからもお声をお寄せ下さい。引き続きよろしくお願いいたします。
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鷹廣純議員（広島市安佐南区）

（質問） パートナーシップ構築宣言の推進と価格転嫁の

円滑化に関する協定の締結について伺う。

（答弁） 国において、「パートナーシップ構築宣言」によ

り中小企業が原材料費等の上昇分を適切に価格転嫁

しやすくする環境整備に努めており、県としても推進を

図っていく。さらに消費者等の理解を得るための取組

や「価格転嫁の円滑化に関する協定」の締結を含めた

検討を進め、県内企業の賃金の引き上げを可能とする

環境整備の一層の推進を図る。

西村克典議員（広島市安芸区）

（質問） イノベーション立県の実現に向けた道筋をどのよ

うに描いているのか伺う。

（答弁） 多様な人々のネットワークの構築や産学連携の

推進などイノベーションが生まれやすい環境の整備や、

企業・人材の集積・確保に加え、市場の拡大が大きく見

込まれる分野への支援に重点的に取り組むことで、他

の地域より競争優位性を有した、しなやかな産業構造へ

の転換を図り、将来にわたって持続的に発展する「イノ

ベーション立県」を実現していきたい。

桑木良典議員（三原市・世羅郡）

（質問） 令和５年度当初予算編成において、費用対効

果の検証をどう行い、予算編成にどう反映したのか。

（答弁） これまでの取組結果について計画と実績に著し

い乖離がないか等を確認し、事業継続の要否などを判

断。さらに、最小の経費で最大の効果を発揮するため、

投入コストや費用負担の妥当性、最も効果の高い手法

が選択されているかなどについて費用対効果の検証を

行い必要な予算を計上した。今後も成果獲得の確度が

より高い施策への集中的な資源配分を図るとともに、

厳しい財政状況の中課題や変化に柔軟に対応できる、

しなやかな財政運営を行ってまいりたい。

高田稔議員（安芸郡）

（質問） 若年者の就職による社会減から反転攻勢するた

めには、抜本的な対策が必要と考えるがどうか。

（答弁） 県内大学生の県内就職率は平成２７年度５０．８

パーセントが令和３年度４６．０パーセントと低下しており、

その転出先は首都圏が多く約４割を占めている。若者の

県内就職の促進に向けては広島県としての魅力をより

一層高めていくことが必要。このため、県内企業の情報

発信の強化、大きな成長が見込まれる新産業育成によ

る魅力的な仕事や新たな雇用の場創出、多様な人材や

企業が集まる環境整備など、本県の施策を総動員し住

みたい、住み続けたい広島県づくりに取り組む。

広島県議会で質問を行う様子

２月７日に広島県議会２月定例会が開会し、

一般会計総額１兆１，４０３億円、特別会計５，

５７３億円、企業会計５５０億円の令和５年度当

初予算などが上程されました。さらに総額２１２

億円の令和４年度２月補正予算案が追加提案

されました。新年度予算については、予算特別

委員会を設置して集中的に審査を行い、結果、

令和５年度当初予算や令和４年度の補正予算

等はすべて可決成立しました。

一般会計歳入・歳出総額 １兆1,403億2,000万円

令 和 ５ 年 度 の 主 な 施 策

■ 新型コロナウイルス感染症への対応・・・・・・・・・７０９億円

■ 物価高騰による影響の緩和・・・・・・・・・・・・・・・・１２５億円

■ 激甚化・頻発化する気象災害等への対応・・・・・４５５億円

■ 経済の発展的回復に向けた生産性向上等・・・・２１１億円

■ 県民が抱く不安を軽減し安心に繋げる取組・・・・６０５億円

■ 広島サミットの開催等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３１憶円


